
◎情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の

一部を改正する法律 
（平成二八年六月三日法律第六二号）   

一、提案理由（平成二八年四月二六日・衆議院財務金融委員会） 

○麻生国務大臣 ただいま議題となりました情報通信技術の進展等の環境変化に対応す

るための銀行法等の一部を改正する法律案につきまして、提案の理由及びその内容を御

説明申し上げます。 

情報通信技術の急速な進展等、最近における金融を取り巻く環境の変化に対応し、金

融機能の強化を図ることが喫緊の課題となっております。このような状況を踏まえ、本

法律案を提出した次第であります。 

以下、この法律案の内容につきまして御説明をさせていただきます。 

第一に、金融グループにおける経営管理を実効的なものとするため、銀行持ち株会社

等が果たすべき機能を明確化することとしております。 

第二に、金融グループの効率的な業務運営と金融仲介機能の強化を図るため、グルー

プ内の共通、重複業務の集約等を容易化することといたしております。 

第三に、金融機関と金融関連ＩＴ企業等との一層の連携の強化を可能とするため、銀

行及び銀行持ち株会社による金融関連ＩＴ企業等への出資の容易化などを図ることとい

たしております。 

第四に、仮想通貨について、Ｇ７サミット等の国際的な要請も踏まえ、マネーロンダ

リング・テロ資金対策及び利用者保護のための法制度を整備することといたしておりま

す。 

そのほか、関連する規定の整備などを行うことといたしております。 

以上が、この法律案の提案理由及びその内容であります。 

何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願いを申し上げま

す。 

二、衆議院財務金融委員長報告（平成二八年四月二八日） 

○宮下一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

本案は、情報通信技術の急速な進展等、最近における金融を取り巻く環境の変化に対

応し、金融機能の強化を図るため、金融グループにおける経営管理機能の充実、金融関

連ＩＴ企業等との提携の容易化及びグループ内の共通・重複業務の集約、並びに、仮想

通貨交換業に関する制度の整備等の所要の措置を講ずるものであります。 

本案は、去る四月二十五日当委員会に付託され、二十六日麻生国務大臣から提案理由

の説明を聴取し、昨二十七日、質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、採決い

たしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 



以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年四月二七日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 近年における仮想通貨交換業者に関する破綻事例の実態等を踏まえ、利用者保護等

の観点から、実効性のある検査及び監督体制を整備すること。 

  その際、優秀な人材の確保と職員の専門性の向上を図るとともに、必要な定員の確

保及び機構の整備に努めること。 

三、参議院財政金融委員長報告（平成二八年五月二五日） 

○大家敏志君 ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査の

経過及び結果を御報告申し上げます。 

本法律案は、情報通信技術の急速な進展等、最近における金融を取り巻く環境の変化

に対応し、金融機能の強化を図るため、金融グループの経営管理機能の充実、金融グ  

ループ内の共通・重複業務の集約及び金融グループと金融関連ＩＴ企業等との提携の容

易化、仮想通貨交換業に関する制度の整備等の所要の措置を講じようとするものであり

ます。 

委員会におきましては、金融サービス業におけるＩＴの進展に伴う技術革新への対応

に当たっての課題、金融関連ＩＴ企業に対する出資の容易化についての認可基準、仮想

通貨の取引についての消費税の取扱い等について質疑が行われましたが、その詳細は会

議録によって御承知願います。 

質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して大門実紀史委員より

本法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

討論を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月二四日） 

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 平成二十八年熊本地震の被災地において、今後の復旧・復興や被災者の生活・事業

の再建に向けた資金需要に対して、民間金融機関による迅速かつ弾力的な対応を可能

とするため、各種の金融上の措置を通じた特段の配慮を払うこと。 

一 金融と情報通信技術を融合させるいわゆるフィンテックが急速に進展し、金融サー

ビス業の今後の在り方に大きな影響を及ぼすことが見込まれる中で、我が国金融サー

ビス業におけるイノベーションの促進に向けた取組を支援する観点から、情報通信技

術等に精通した人材の内部育成を図るとともに、外部の有識者の積極的な採用及び活

用等を通じて専門性の高い人材の確保を図るなど、金融行政当局の体制強化を進める

こと。 



一 日本銀行によるマイナス金利の導入等を背景に金融機関の経営環境が厳しさを増す

中、地域金融機関が積極的に資金供給を行い、地域経済や地場の産業・企業の発展に

貢献するという役割を十全に発揮できるよう、担保・保証に必要以上に依存せず、事

業性評価に基づく融資を促進するなど、地域密着型金融への取組を更に推進すること。 

一 本法に基づく制度の運用に当たっては、金融システムの健全性を維持し、金融仲介

機能が適切に発揮されるように配意しつつ、金融機関等に対する検査及び監督の充実

を図ること。 

その際、中小・地域金融機関等の検査及び監督を主に担当する財務局も含め、優秀

な人材の確保と職員の専門性の向上を図るとともに、必要な定員の確保、高度な専門

的知識を要する職務に従事する職員の処遇の改善、機構の充実及び職場環境の整備に

努めること。 

  右決議する。 


